
事 務 連 絡

令 和 2年 6月 19日

都道府県

各 指定都市 障害保健福祉主管部 (局)律 ,中

中 核 市

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部障害福祉課

新型コロナ ウイルスヘの対応に伴 う就労継続支援事業の取扱い等について

(第 6報 )

新型ヨロナ ウイルス感染症に係 る就労継続支援事業の取扱い等については、こ

れまで「新型コロナ ウイルス感染症に係 る障害福祉サー ビス等事業所の人員基準

等の臨時的な取扱いについて」 (令和 2年 2月 17日 付厚生労働省社会 。援護局障

害保健福祉部障害福祉課事務連絡)や「新型 コロナウイルスヘの対応に伴 う就労

継続支援事業の取扱い等について」 (令和 2年 2月 20日 付厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡)(これまで発出した第 5報までについて、

以下「就労系事務連絡」という。)等において随時お示 ししているところです。

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止への対応を行いつつ、今後も

利用者に封して必要なサービスが継続的に提供される必要性を勘案 し、「新型コ

ロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて (第 8報 )」 (令和 2年 6月 19日 付厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部障害福祉課事務連絡)において、「新型と白ナウイルス感染症に係る障

害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて (第 7報 )」 (令

和 2年 5月 21日 付厚生労働省社会・援護局障害保健福社部障害福祉課事務連絡)

でお示ししている取扱いについて当分の間継続する旨等をお示 ししたところです

が、これに併せ、下記のとお り、就労系事務連絡でお示 ししている取扱いに係る

今後の対応方針についてもお示 しします。なお、本事務連絡の内容をまとiめた参

考資料を併せて送付 しますので御活用ください。

各都道府県、指定都市又は中核市におかれましては、引き続き御配慮いただく

とともに、市町村、就労系障害福祉サービス事業所等への周知をよろしくお願い

いたします。



記

1.就労系障害福祉サー ビスにおける在宅でのサー ビス利用に係 る取扱いにつ

いて

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等に係 る就労系障害福祉サー ビ

ス で の ― ビス において、

その柔軟な敢扱いを随時お示 ししていたところであるが、今後、年度内にお

ける取扱いにつヤヽては、従前の就労系事務連絡の内容にカゝかわ らず、次のと

おりとする (別紙参照)。

・ 対象者については、在宅でのサービス利用を希望する者であつて、在宅

でのサービス利用による支援効果が認められると市町村が判断した場合に

対象として差し支えない

。 在宅でのサービスの提供に当たっての要件については、 「「就労移行支

援事業、就労継続支援事業 (A型、B型)における留意事項について」の一

部改正について」 (平成30年 4月 10日 付障障発0410第 1号)記 5(3)に
ある、離島等に居住している在宅利用者に係る要件として差し支えない

。 在宅と通所による支援を組み合わせても差し支えない

なお、改めて、在宅でのサエビス利用については、今般の新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止の観点に加え、障害者の多様な働き方を実現する、

ための支援のひとつでもあることから、新たに在宅でのサービスの提供に取

り組む就労系障害福祉サービス事業所に対しては、 「在宅における就労移行

支援事業ハンドブック」 (※ )等 を参考に在宅利用を希望する者に対する適切

なアセスタン トの実施、効果的な支援のための個別支援計画の策定、在宅で

実施可能な訓練メニユーの充実等、在宅利用者に対して効果的な支援を行 う

よう周知を図つていただきたい。
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(関連事務連絡)          ・

令和 2年 2月 20日 付事務連絡 「新型コロナウイルスヘの対応に伴 う就労継続支援事業

の取扱い等について」
令和 2年 3月 9日 付事務連絡 「新型コロナウイル女への対応に伴う就労継続支援事業

の取扱い等について (第 3報 )」 記 2

令和 2年 4月 13日 付事務連絡 「新型コロナウイルスヘの姑応に伴 う就労継続支援事業

の取扱い等について (第 4報)」 月可紙 1(Q&A)間 3、 聞4

令和 2年 5月 13日 付事務連絡 「新型コロナウイルヌヘの対応に伴 う就労継続支援事業

の取扱い等について (第 5報)J記 と、別添 1

1こ つ ヤヽ



2.就労系事務連絡における上記 1以外の政扱いについて

就労継続支援事業等における在宅でのサービス利用以外の取扱いについて

は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止への対応を行いつつ、今後も利用

者に対して必要なサービスが継続的に提供される必要性を勘案 し、就労系事

務連絡において別途期限を示 しているものを除き、当分の間継続する。

(添付資料)

別紙 就労系障害福祉サ●ビスにおける在宅でのサービス利用に係る取扱い '

別添 参考資料 (新型コロナウイルス感染症今の対応に伴う就労系障害福祉サー

ビスにおける柔軟な取扱い (令和 2年 6月 19日版))



就労系障審福祉サービスにおける在宅でのサービス利用に係る取扱い

*1 平成30年 4月 10日付障障発0410第 1号「就労移行支援事業t就労継続支援事業 (A型、B型)における留意事項について」の一部改正について
*2 就労系障害福祉サービスにおける在宅でのサービス利用に係る柔軟な取扱いについては、令和 2年 2月 20日付事務連絡「新型コロナウイ)レスヘの対応に

伴う就労継続支援事業の取扱い等について」から随時示していたところであるが、今後、年度内に限り、就労系第 6報に示した取扱いを基本とする

在宅と通所を組み合わせた支援可

現行の取扱いと同様

・運営規程において、在宅で実施する

訓練及び支援内容を明記
。指定権者から求められた場合には訓
練 。支援状況を提出

現行の「離島等」の取扱い

と同様

新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止等に係る今後の取扱い

(6/19就済系第6報記 1)

にビス利用

し

つて、

在宅と通所を組み合わせた支援可

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止等に係る従前までの

柔軟な取扱い*2

感染拡大防止の観点から、主宅
でのサービス利用を希望する者
は広く対象として差し支えない

(守 10就労系第 4報 QA問 3)

適切な在宅での支援が可能と市

町村が認める場合には、要件の
一部を適用しないなど柔軟な取
扱いをして差し支えない (4/10
就労系第4報QA問 3)

離島等

(①～④、②は同左)

⑤
′ 訪問又は通所による評価

を、電話・ PC等による評価

等に代替可

⑥
′ 不u用者の通所による評価

を、事業所職員による訪問に

よる評価も可

(同左 )

現 行 *ェ

離島等以外

・通所利用が困難で、
・在宅による支援がやむを得

ないと市町村が判断した場合

・運営規程において、在宅で
実施する訓練及び支援内容を
明記
。指定権者から求められた場
合には訓練 。支援状況を提出

① 在宅利用者が行う作業活動、
訓練等のメニューの確保

② l日 2回連絡、助言又は進
捗状況の確認、日報作成。作
業活動、訓練等の内容等に応
し、 1日 2回を超えた対応

③ 緊急時の対応

④ 疑義照会等に対し、随時、
訪問や連絡等による必要な支
援が提供できる体制を確保

⑤ 事業所職員の訪問叉は利用
者の通所により評価等を 1週
間につき 1回 (訂子う

⑥ 原則として月の利用日数の

うち 1日は事業所に通所し、

事業所内において訓練目標の
達成度の評価等を行う

② ⑤が通所により行われ、あ
わせて⑥の評価等も行われた
場合、⑥による通所に置き換
えて差し支えない

そ
の
他

利
用
者



新型コロナウイルス感染症への対応に伴う就労系障害福祉サービスにおける柔軟な取扱い (令和 2年 6月 19日時点) 別添

共  通  事  項

キ令和 2年 2月 20日 付け事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて (第 2報)」

就 労継 続 支 援 A型

就 労継 続 支 援 B型

就 労

肩縫戻宅秀哲免
報酬の算定が可

通所
る限
るも

隻攘
して

るこ
町村
2月

とが
が認
20日

断す る場合等
サービ

いて
同様

利用者
サービ 唇葵戻(

り
又
の

避
と
有ヒ

け

衷
おt の で で き

て して t ヽ る ス と の ス し ヽ

の と

基本報酬の算定
当分の間継続

前年度に代えて前々年度の平均労働時間を基本報酬の算定区分とすること等が可能 (就労系第 1、 4報)
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、災害その中やむ ない理由がある場合と見なして、
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都道府県等が認める場合には、その策定のね予が可能 (就労系第 2報 )
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在宅によるサービス利用の要件 (対象者・事業運営)を一部緩和した取扱いなどが可能 (就労系第 6報)

基本報酬の算定区分
当分の間継続

賃金の支払い
当分の間継続

骨是発売謀串畠季
定

暫定支給決定学′
今年度内

在宅でのサービス利用ツ
今年度内

前年度に代えて前々年度の平均月額工賃を基本報酬の算定区分とすること等が可能 (就労系第 1報 )

新型コロナウイルス感染症への対応によりやむを得ない場合、自立支援給付費を充てることが可能 (就労系第 2報)
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支給決定期間の更新
今年度内

暫定支給決定

在宅でのサービス利用
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な方法により出来る基本報酬の算定
(月 1回以上の対面支援)

当分の問継続

※ 上記は主だったものを簡略化 して記載 したものであるため、詳細は各事務連絡を確認いただくようお願いします。


